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　　　　 第六次諏訪市行政改革大綱　令和２年度実績報告及び令和３年度取組方針

取組実施…

未実施

０．９%

(1)行政経営の改革 35%

(2)人と組織の改革 9%(3)公共施設ｻｰﾋﾞｽの改革 26%

(4)財政運営の改革 30%

【令和２年度主な取組状況】
個人番号カードの交付枚数は、2月末12,347枚で県内でトップクラスである。コンビニ証明書の利用
状況はR2年4月からR3年2月末までで3,573件、月平均325件で、前年対比約34％増であり、窓口の混
雑緩和に寄与している。

普通財産土地について、8件12,631千円を売却。売却の際は、HP・その他の媒体を活用した広報及び
適切な土地鑑定を実施

R3.2月末現在寄附受領状況:2,613件、161,245千円（対前年比195％）
地場産品や体験型返礼品を取り扱いながら、新たな取り組みとして、“ふるさと納税事務管理シス
テム”を導入し事務軽減につなげ、平行して新たな「ふるさと納税ポータルサイト」を拡充した。

広告付庁用封筒の導入、広報すわ、ホームページ、公用車に広告掲載

不用市有地の売却推進

コンビニによる住民票の写し等の証明書発行サー
ビスの充実

広告収入による財源確保

ふるさと寄附の取組み



令和２年度 取組実績報告及び令和３年度以降取組項目の見直し・追加 並びに取組方針

１　行政経営の改革
行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

1. 2. 5.
業務進行シー
トの整備促進
と制度定着

①間違いの無い事務処理体制を構築するための
「業務進行シート」のフォローアップ調査など
を実施し、シートの整備促進と制度定着を図
る。

○整備率100％
○制度定着によ
る事務処理誤り
0％

・業務進行
シートによ
る職場内の
情報共有と
事務の効率
化、間違い
のない事務
処理体制構
築の推進

企画政策課

3.
事務事業執行
に係る見直し

①事務事業改善の実施
　適切な事務処理体制を構築するために、日々
の業務の中で事務進行シートを改善しながら整
備し、誰でも適正な事務処理が行えるように取
組む。

○間違いのない
事務処理を行う

・職員のレ
ベル向上と
係内の共有
の情報管理

農林課
①
実施

①本年度は前期に業務見える化シートによる担
当業務のチェック等を行い、後期末に取組状況
報告シート提出により全体の整備状況を確認し
た。

①
継続

4.
農家組合事務
のカイゼン

①事務事業改善の実施
　個人情報保護条例に基づく個人情報取扱事務
を見直し、個人情報の漏えい防止に努める。
特に、農家組合関連事務においては、農家組合
長を通じて情報の伝達及び取りまとめを行って
いるので、事務内容を見直し改善を図る。

○個人情報デー
タ等保管・管理
の確認を行う
○主に農家組合
関連事務の見直
しを行う

・個人情報
の漏えい防
止
・職員の意
識向上

農林課
①
実施

①・台帳管理・保管状況確認実施
   ・農家番号管理の実施
　計画書・申請書等複数の書類を封入する際
に、番号・氏名にて確認、所有者と送付先が異
なる場合も番号にて照合して誤送付を防いだ。
   ・複数人での確認作業
　封入作業等の複数人確認を実施。

①
継続

6.
投票事務の改
善による成果
の向上

①明るい選挙推進協議会の若手委員に期日前投
票所立会人を依頼。また、立会人の公募を行い
投票所の環境づくりを行う。
②選挙権年齢１８歳以上に引下げに伴う選挙啓
発を行う。

○若年層有権者
の選挙への意識
高揚、投票離れ
の防止

・若年層の
投票率低下
防止

選挙管理
委員会

①
実施

②
実施

①令和３年４月２５日執行の参議院長野県選出
議員補欠選挙に向けて、広報すわ３月号にて期
日前投票立会人募集の記事を掲載した。

②３月に市内の１８歳新有権者４６１名を対象
に啓発チラシを郵送した。

①→
継続

　　第六次諏訪市行政改革大綱 取組項目

 １－（１）事務事業の改善及び行政マネジメントシステムの確立－① 　　取 組 状 況

【①29年度取組完了】



項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

7.
選挙事務のカ
イゼン

①投票事務内容及び投票所物品等の工夫を行
う。
②開票事務内容及び開票所物品等の工夫を行
う。

○投開票事務の
効率化、間違い
のない事務処理
体制構築の推進

・業務の効
率化、有権
者の利便性
向上
・投開票事
務のミス防
止

選挙管理
委員会

①
未実
施
②
未実
施

令和２年度は選挙執行がなかったため、取組実
績なし。

①→
継続

【29新
規】.113
業務進行シー
トに基づく選
挙マニュアル
の遂行

①業務進行シートに基づき、選挙マニュアルを
適宜修正し、精度を高め適正な選挙管理執行を
する。

①選挙の管理執
行事務のミスの
防止に努める。

①再選挙等
による経費
拡大の阻
止。市民か
らの信頼の
維持。

選挙管理
委員会

①
実施

令和２年度は選挙執行がなかったため、過去の
選挙の反省等から選挙事務の改善や見直しを検
討した。

①→
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

8.
行政評価の活
用

①行政評価により総合計画の施策評価を実施
し、進捗状況の把握によるマネジメントサイク
ルの確立を図り、事業の取捨選択・見直しを行
う。

○行政評価によ
る総合計画の進
捗管理と「選択
と集中」による
事業の重点化

・行政評価
結果を実施
計画・予算
編成へ反映
させ、効率
的で効果的
な事業の実
施

企画政策課
①
実施

①事務事業評価と共に施策評価を実施。その結
果を実施計画及び予算編成に反映させるととも
に、総合計画の進行管理に活用した。
　なお、令和2年度事業の多くは新型コロナの影
響を大きく受けていることから、来年度以降の
評価方法の変更を行政事務改善員会に諮り、了
承を得た。

①→
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

9.
市民満足度調
査の実施

①総合計画の施策体系に基づき、市が実施した
主要事業について、市民の「満足度」と「重要
度」を数値として捉え、行政評価（施策評価）
に反映させる。調査結果は「外部評価」として
今後の市政運営に活かしていく。

○調査結果を活
用した行政評価
システムの確立

・満足度・
重要度によ
る市民ニー
ズの把握

企画政策課
①
実施

①5月に18歳以上の市民3千人を対象に調査を実
施。今年度は次期総合計画アンケートを兼ねて
実施した。回収数は1,028件（回収率34.3%）
で、設問全体の平均満足度は3.17、平均重要度
は3.93（ともに5点満点）であった。総合満足度
は3.25と昨年度から上昇した。この結果を行政
評価に反映させ、実施計画策定に繋げるととも
に、次期総合計画策定の参考とした。

①→
継続

 １－（１）事務事業の改善及び行政マネジメントシステムの確立－②、④

 １－（１）事務事業の改善及び行政マネジメントシステムの確立－③

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況



行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

10.
実施計画の効
率的運用

①実施計画策定にあたっては、行政評価の結果
を最大限活用し、担当課に対し新規事業の検討
や既存事業の見直しに努めるよう周知するとと
もに、事業の必要性や優先度、熟度を考慮した
査定を行う。特に施設の修繕については、修繕
計画を施設別にたてることとし、将来を見据え
た計画的かつ効率的な修繕を行うこととする。

○計画行政の推
進と事業効果を
検証して事業決
定をする

・事業費削
減と効果的
な事業運営
に寄与する

企画政策課
①
実施

①今年度は「創意工夫・カイゼン調書」を部局
ごとに作成することとし、経常経費も含め、部
局内で積極的にスクラップ&ビルドに取り組み、
横断的かつ戦略的な予算配分を検討することを
促した。
　また、今年度は試行的に実施計画と予算編成
を同時に実施し、限りある経営資源を包括的な
視点で最適に配分することに努めるとともに、
各課の負担軽減にも配慮した。

①→
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

11.
事務事業の検
証

①予算編成時の各課ヒアリングにて、事務事業
の改善、統廃合の検証を進める。

○予算見積書や
必要に応じた提
出調書の精査、
検証を実施する

・財源確保
財政課

①
実施

①予算編成（実施計画策定）方針
・限りある行政資源の効率的配分を行うため、
予算編成と実施計画策定を試行的に同時実施
・一般財源の枠配分（一般財源ベースで対前年
度ゼロシーリングを実施）
・行政評価や市民満足度調査等の結果を踏ま
え、積極的な事業の組み替え等（スクラップ＆
ビルド）

①
継続

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

12.
農業委員会活
動の改革

① 農業委員会法改正等により、農業委員・農
地利用最適化推進委員（新設）の業務見直しや
定数、選任方法や担当地区割り等、条例規則等
の改正を当市の活動内容に合わせ、法令等に準
じ、農業委員会等関係機関に承認を得ながら次
期選任期日（平成３０年５月１９日）までに調
整する。

○次期選任期日
までに法に準じ
た農業委員会と
すべく条例規則
等改正・調整す
る。

・次期選任
後は国の法
改正に準じ
た農業委員
会体制の構
築

農業委員会
事務局

 １－（１）事務事業の改善及び行政マネジメントシステムの確立－④

 １－（１）事務事業の改善及び行政マネジメントシステムの確立－⑤

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況

【①29年度取組完了】



行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

13.
外部評価制度
の活用

①市が実施する行政評価の事務事業評価に対し
て、外部評価制度を活用し、行政評価の客観性
及び信頼性の確保と行政運営の透明性の向上を
図る。

○第三者の視点
を取り入れるこ
とにより、事務
事業評価の客観
性及び信頼性の
確保と透明性の
向上を図る

・市民満足
度調査を補
完する外部
評価制度の
定着によ
り、市民
ニーズの反
映を行う

企画政策課
①
実施

①コロナの影響により、5月に予定していたが、
延期して11月に実施した。5事業のうち、1事業
は内部評価と異なる結果となり、外部評価が反
映される結果となった。延期の影響で行政評価
には反映されなかったものの、委員の意見を実
施計画と予算編成作成の参考とした。

①
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

14.
業務継続計画
（BCP）の策定
及び定期的な
見直し

①諏訪市業務継続計画を定期的に見直すことに
より、大規模災害時等に、発災直後から、効果
的かつ適切に執行できるよう、スムーズな業務
体制を整える。

○BCPの定期的な
見直しを行う

・災害時に
おける市と
しての段階
的な機能の
回復と、被
災者対応

危機管理室
①
実施

①大規模災害時等においても発災直後から適正
に職務を遂行できるよう、平成28年度に策定し
た業務継続計画の見直しを実施した。今後も定
期的に確認及び見直しを実施していく。

①
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

*【3新
規】.129
業務棚卸の実
施

①全庁を対象に業務棚卸を行い、作業手順や作
業内容、業務スマート化の可能性がある業務を
整理する。

○R３年９月まで
に提出率100％

・現状を把
握し、作業
手
順の変更や
ツール導
入、業務内
容の改善な
どを議論が
できる。

企画政策課 ①
実施

全課からの棚卸シートの分析の結果、業務見直
しの可能性（置換）が全体の17％であった。分
析結果を基に、業務スマート化の効率効果の高
い業務でICTの情報収集、検証を行う。

①
完了

*【3新
規】.130
業務スマート
化ミーティン
グの実施

①業務スマート化プロジェクトの取組を充実さ
せるため、業務棚卸シートやアイデア交換を通
じ、各職場が必要とする取組やICTの活用を情
報共有する

○R３年度中に全
係とミーティン
グを実施

・アイデア
交換を通
じ、各職場
が必要とす
る取組やICT
の活用を情
報共有でき
る

企画政策課 ①
実施

職名にかかわらず係の業務に明るい方、ICTの導
入検討を担当している職員に出席してもらい、
各職場が必要とする取組やICTの活用を情報共有
することができた。

①
完了

 １－（１）事務事業の改善及び行政マネジメントシステムの確立－⑥

１－（１）事務事業の改善及び行政マネジメントシステムの確立－⑧

１－（１）事務事業の改善及び行政マネジメントシステムの確立－⑦

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況



行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

15.
すわまちくら
ぶの運営支援

①まちづくり活動拠点「すわまちくらぶ」の運
営を支援し、市民の交流の場の提供および市民
参加のまちづくりを推進する。

○利用者数の向
上

・市民参加
の推進、各
種団体等の
活力の活用

地域戦略・
男女共同
参画課

①
実施

すわまちくらぶ運営協議会に補助金を交付し、
「すわまちくらぶ」の運営支援を実施し、市民
交流の場の提供及び市民参加のまちづくりを推
進した。合わせて補助金見直しに係る各種協議
を実施した。コロナの影響を受けたが、新聞に
連載記事を掲載するなどの情報発信活動を行っ
た。

終了

【29新
規】.114
地域力向上に
向けた取り組
み

①市区長会議を開催し、区相互、また区と市の
双方向の情報共有の場を設け、地域課題や先進
事例の共有を図るとともに、諸課題の解決に向
け地域力向上を図る。
②区・自治会の主体的な課題解決の取り組みを
後押しし、もって地域力の向上を図る。

○市区長会議開
催、区・自治会
への支援金制度
の実施

・地域力向
上 地域戦略・

男女共同
参画課

①
実施
②
実施

①2月15日・16日に令和3年区長会議を実施し
た。コロナの影響で２日に分けて開催した。市
の行政施策、区自治会支援策などを中心に説明
した。
②駅周辺地区の区長を中心に個別懇談を実施
し、その後駅前地区６区の区長との懇談会を開
催し、意見交換等を行った。区役員会へ出席し
課題解決支援も行った。

①継
続
②継
続

16.
認知症の理解
と地域で支え
る体制の確立

①認知症になっても市内で安心して暮らし続け
られるように多くの市民の方に認知症への理解
度を高め、地域での見守り・支え合いを推進し
ていく。

○講演会の開催
参加者200名
○認知症ｻﾎﾟｰﾀｰ
養成講座の開催
受講者300名
○出前講座の継
続

・地域全体
で認知症高
齢者を見守
り、支援す
る体制の確
立

高齢者福祉
課

①
実施

①認知症サポーターの養成　572名
講演会、,出前講座については、コロナ禍で未実
施。
認知症の理解を深めるための動画配信を行って
いる。（ライフドアすわ作成：6回配信）

①
継続

17.
建築物耐震改
修の促進

①諏訪市木造住宅耐震補強推進協議会と連携し
て「諏訪市建築物耐震改修促進計画」に沿った
耐震化へ向けた取組みを行う。

○平成32年度を
目標年次として
住宅及び民間建
築物等の耐震化
を図る

・市民の生
命、財産の
保護
・災害復興
費用の削減

都市計画課
➀
実施

➀11月に豊田有賀地区を対象として戸別訪問
（新型コロナ対応により今年は職員のみとし、
インターホン越しまたはポストインのみの対
応）を実施した。訪問件数221件。

➀
継続

 １－（２）市民等との協働の推進－① 　　取 組 状 況



項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

【30新規】
.119
市政報告会の
開催

①本市における重要施策の取組状況等を市民に
伝え、市民の市政に対する理解と関心を一層深
めるとともに、市民からの意見を今後の施策の
参考とすることを目的として市政懇談会を開催
する。

○市政報告会を
開催

・市民等と
の協働の推
進、市民と
の情報・意
見交換

企画政策課 ①
実施

①市政懇談会を市内5か所、計6回開催した。コ
ロナ禍における開催となり、感染予防対策を取
りながらではあったが、結果的に203人の参加者
があり、開催したことに対して肯定的に受け止
められた。
　市長から重要施策の説明の後、市長と市民が
意見交換した。今年度は特定テーマを設定した
ことで、参加者からも積極的に意見が出され、
活発な意見交換ができた。

①→
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

18.
災害関連出前
講座のカイゼ
ン

①災害に対する予防や対応等の自助、共助の推
進を図るため出前講座を活用する。

○出前講座の内
容をニーズに
合ったメニュー
に兼行していく

・市民の災
害に対する
意識の向上
・災害への
備えや素早
い災害対応
による減災

危機管理室
①
実施

①出前講座を地区3回、一般団体4回の計7回開催
した。
例年、避難所運営をシミュレーションするHUG
（避難所運営ゲーム）の開催依頼が多数ある
が、今年度は新型コロナウイルス感染症感染拡
大防止を鑑み、密を避けることが困難であると
判断し開催を中止した。

①
継続

19.
各分野におけ
る団体・企業
等との連携体
制の構築

①限られた人員配置・予算の中で、より効果的
な産業連携を創出するため、常にアンテナを高
くし民間の力を引き出し、外部資金の導入や協
力体制の構築に努める。

○産業間の連携
により、地域の
活性化、課題解
決を図る

・地域の活
性化、課題
解決を図り
ながら参画
事業者も利
益を享受す
ることがで
きる

産業連携
推進室

①
実施

①産業連携事業補助金によるプロジェクト支援
（4事業者計350万円）を行った。コロナ禍では
あったが、新規に参画する事業者も交えた異業
種連携による新商品開発や新サービスの開発な
ど、多岐にわたる支援を行い各事業者の特色を
引き出すことが出来た。

①
継続

20.
民間活力の導
入

①観光関連団体や観光事業者と連携し、営業・
プロモーションを実施する。

○観光客数の増
○観光消費額の
増

・地域の
「稼ぐ力」
を強化し消
費拡大
・雇用拡大
を図り、経
済の好循環
により人口
増を図る

観光課
①
実施

中部国際空港と連携して訪日観光客誘致促進事
業を展開したが、諏訪地方観光連盟や長野県観
光機構、民間事業者と協働した旅行商品商談会
や旅行会社・メディア招聘などの営業活動は新
型コロナウイルス感染拡大防止により軒並み中
止となった。

①継
続

 １－（２）市民等との協働の推進－② 　　取 組 状 況



行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

21.
要援護者情報
の効果的な活
用・更新

①災害時に備え要援護者リストを作成し関係機
関に配布、地域のなかで支援体制が構築される
よう働きかける。

○要援護者に対
する支援体制の
構築

・要援護者
の安全確保 社会福祉課

①
実施

①民生委員の協力をいただき、要援護者リスト
を作成。民生委員のほか、区長、警察署、消防
署及び社会福祉協議会に配布。区長及び民生委
員に地域支援者の選出を依頼し、支援体制の整
備を推進した。

① →
継続

22.
地域の消防
ホースの更新
と消火栓の修
繕等の積極的
な推進

①災害発生時に住民が有効利用し災害を最小限
にくい止めるために、できるだけ多くの要望自
治区に対し交付する。

②火災発生時に住民の安全を守るため、道路改
修工事や配水管布設替え工事に合わせ消火栓の
移設新設及び修繕等を行い維持管理をすすめる
とともに、基準数の不足する地域への新設をす
すめる。

○限られた予算
内にて、最大限
の要望に応える
ための適正調整
化を図る

○突発的に発生
する修理に迅速
に対応するとと
もに、維持管理
及び新設に努め
ることで防災力
を向上し、住民
や企業の期待に
こたえる

・老朽した
ホース等を
更新するこ
とで各自治
区の防災力
の強化に繋
がる

・適正な維
持管理によ
り火災の初
期に住民が
利用するこ
とで被害を
軽減する
・消防水利
の基準に基
づき適正に
配置するこ
とにより防
災力が向上

消防庶務課
①
実施

②
実施

①要望のあった自治区に対し、予算内にて最大
限対応。
【実績】　44地区に補助金交付実施
　・新設　：9本　・補充　： 4本　・更新　：
55本
  ・消火器：30本

②消火栓１３基の移設新設と破損による緊急対
応として１基の取替を行った。舗装工事等によ
る通常修繕も１２基行った。消火栓の新設は、
移設新設及び修繕が増加し、未設置となる。
【実績】
　消火栓   ・移設新設  13基
　　　　　・緊急取替　 1基
　　　　　・通常修繕  12基
  貯水槽  ・通常修繕　 1基

①→
継続

②→
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

23.
自主防災組織
の充実

①各地区の自主防災組織への、防災資機材の活
用と防災マニュアルの修正を促進し、防災のソ
フト、ハード両面の充実を図る。
②自主防災組織の活動を支援するため、防災士
の資格取得に要する費用の補助を行う。防災
リーダーやアドバイザーとして活躍していただ
き、地域防災力の強化を図る。

○自主防災組織
の組織率アップ
と防災資器材の
活用と防災マ
ニュアルの修正

・減災
・素早い災
害への対応
・共助の強
化

危機管理室
①
実施
②
実施

①24地区に対し、2,682,000円の防災資機材及び
放送施設の購入費補助を実施した。
②12名の防災士資格取得者に対し、95,000円の
資格取得補助を実施した。

①
継続
②
継続

１－（２）市民等との協働の推進－④

 １－（２）市民等との協働の推進－③ 　　取 組 状 況

　　取 組 状 況



項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

24.
地域防災計画
の見直し

①諏訪市地域防災計画を東日本大震災や熊本地
震などの教訓を生かしながら見直しを行い、災
害時の市の体制整備を行う。

○県の地域防災
計画の改正に伴
い、早期見直し

・減災
・素早い災
害への対応
・公助の強
化

危機管理室
①
実施

①緊急事態宣言が発出されていたため、今年度
の防災会議は開催せず書面表決としたが、地域
防災計画の修正については承認され、修正に伴
う追録を年度内に関係者に配布し周知を行っ
た。

①
継続

25.
観光団体の自
立化

①諏訪市の観光地域づくりの促進のため、日本
版ＤＭＯも視野に入れ、自立的な運営と継続的
に観光を推進する体制づくりに向けて、多種多
様な団体等と合意形成を図り、諏訪市に適した
受入体制を構築する。

○観光客数の増
○観光消費額の
増

・地域の
「稼ぐ力」
の強化し消
費拡大・雇
用拡大を図
り、経済の
好循環によ
り人口増を
図る

観光課
①
実施

①（一社）諏訪観光協会は、平成30年度から登
用している外部人材を中心に、観光事業者や県
との連携を強化し、地域の観光推進組織として
存在感を高めている。また、上諏訪駅構内に事
務所とともに観光案内所を移転し、一体的な運
営になったことで、観光客の生の声を施策に反
映し、データに基づいた戦略立案を行ってい
る。

①継
続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

26.
大型可燃ごみ
拠点回収施設
の設置

①諏訪湖周クリーンセンター稼働に伴い、市清
掃センターは閉鎖となる。現在、市民が直接持
ち込みしている「大型可燃ごみ」の受入が不可
能となるため、別に拠点収集施設を設置する。

○拠点となる施
設を選定し受入
体制の整備を実
施する。

・市民の利
便性の維
持・確保

生活環境課
①
実施

大型可燃物拠点回収（信州タケエイ）の拡充を
図った。令和2年5､7､.9､10月～2月の第3日曜日
を、3月は毎週日曜日を臨時開設し対応した。ま
た、1月17､31日、2月28日に東バル建屋で布団、
じゅうたんのみの拠点回収を職員を動員して実
施した。3回とも多数の持ち込み状況であった。

①→
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

27.
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞや行
政ﾁｬﾝﾈﾙ、報道
機関等を活用
した道路工事
情報の発信

①主に市内主要幹線道路おける工事は、交通規
制によって渋滞が発生するので、HPや行政ﾁｬﾝﾈ
ﾙ、新聞、ﾗｼﾞｵ等を活用したﾀｲﾑﾘｰな発信をして
いく。

○事前の周知徹
底や工事期間中
は、きめ細かな
情報発信を行う

・必要な情
報発信によ
り、交通渋
滞が緩和さ
れる

建設課
（工事係）

①
実施

①湖岸中門橋架け替え工事や、上川通勤バイパ
ス改良工事、中浜2号線舗装修繕工事など主要幹
線道路は工事規制に伴う渋滞が発生し、社会的
損失が大きいため、ＨＰやかりんチャンネル、
ラジオ、新聞報道等を使って市民やドライバー
に情報を発信し、迂回をお願いした。

①
継続

 １－（４）行政手続の簡素化－①

 １－（３）民間委託の推進－① 　　取 組 状 況

　　取 組 状 況



項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

【29新
規】.115
補助金申請手
続きの簡素化

①申請書に市税等の閲覧同意の文言を加えるこ
とにより、担当者が市税等の滞納状況を確認す
るようにして、納税証明書の添付を廃止する。
（補助金等取扱基準を改正する。）

補助金等取扱基
準を改正し、申
請者の納税証明
書の添付を廃止
する。

申請者の負
担軽減。 商工課

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

28.
手続きの簡素
化

①放送大学の教務情報システム（システムＷＡ
ＫＡＢＡ）を活用することにより、手続きの簡
素化・高速化が図ることが可能であるため、学
生に対し、積極的な活用を求める。あらゆる年
齢層の使用があるため、利便性・操作性につい
て本部に働きかけをし、さらに使いやすいシス
テムの構築をお願いする。

○入学者のつど
いでの説明×２
回
本部への要望
（事務長会議
等）×３回
入学希望者個別
相談においての
説明（随時）

・学生が来
校しなくて
も手続きが
可能
・手続き時
間の短縮

駅前交流テ
ラスすわっ
チャオ
（放送大学
係）

①
実施

新型コロナウイルス感染拡大に伴い入学者の集
いなどは中止となったが、コロナ禍の中にあっ
ては、学習センターへ来所せずとも手続き等が
可能なシステムとして有効に活用された。

①
継続

【29新
規】.116
行政手続き簡
素化によるオ
ンライン請求
システムの推
進

①不在者投票の投票用紙等の請求にかかるオン
ライン請求ができるように長野県と連携して進
める。

①オンライン請
求可能なシステ
ムの構築。

①選挙人の
利便性向
上。

選挙管理
委員会

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

29.
防災気象情報
システムの運
用

①国・県等が所有する雨量計に加え、市独自の
雨量計を設置し、雨量データの集中管理による
早期の状況把握や、雨量予測や天気予報などを
含め、市民への情報提供を行っていく。

○ゲリラ豪雨等
にタイムリーに
対処できる情報
システムの構築

・より詳細
な市内状況
を把握する
ことにより
的確な判断
材料となる

危機管理室
①
実施

①国・県・市の15箇所の雨量データを収集、分
析し、今後の雨量予測、天気予報をHPや行政
チャンネル、パソコン、スマートフォンを通じ
て公開した。
アクセス75,434件数　内訳パソコン46,986件、
モバイル28,448件（２月末日現在）

①
継続

 １－（５）行政情報の効果的な活用－①

 １－（４）行政手続の簡素化－② 　　取 組 状 況

　　取 組 状 況

【①29年度取組完了】

【①元年度取組完了】



項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

30.
要援護者情報
の効果的な活
用・更新

①要援護者台帳システムの整備・登録・更新を
行い、障がい者や１人暮らし高齢者等の災害時
等の迅速・効果的な情報発信を行い、支援体制
を整える。

○障がい者や高
齢者の実態調査
等と介護保険情
報・障害者情報
等をリンクさせ
要援護者支援の
ための情報作
成・発信を行う

・要援護者
の支援体制
の確立

社会福祉
課・高齢者
福祉課

①
実施

①地区担当民生委員に依頼し、年１回要援護者
の状況確認を行い、加除修正の上個別の台帳を
整備している。また、地域での情報共有、活用
について依頼している。（社会福祉課・高齢者
福祉課）

①
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

31.
注意喚起情報
等の発信

①消費生活センターから市民への情報発信手段
として、市のＨＰ上にサブサイトを作成する。

○消費者が必要
とする情報をい
ち早く提供して
いく

・注意喚
起、情報発
信による消
費者被害の
防止

市民課
①
実施

平成２９年３月にポータルサイトを立ち上げ消
費生活に関わる最新情報を随時提供した。

継続

32.
わかり易い施
設情報の提供

①観光施設(高島城、間欠泉センター、霧ヶ峰
キャンプ場・スキー場等)情報の提供を推進す
るため、市ホームページの一層の活用を図り、
最新情報を提供する。

○観光客数の増
○観光消費額の
増

・顧客の満
足度ＵＰし
選ばれ続け
る観光地

観光課
①
実施

①観光施設の最新情報を市ホームページを活用
し、市民、観光客等に提供した。

①→
継続

33.
建築物耐震改
修の促進

①市報・ホームページ等により診断・改修希望
者を募る。

○平成32年度を
目標年次として
住宅及び民間建
築物等の耐震化
を図る

・市民の生
命、財産の
保護
・災害復興
費用の削減

都市計画課
➀
実施

➀市報は6月及び10月に掲載、ホームページにつ
いては随時募集を継続。

➀
継続

 １－（５）行政情報の効果的な活用－② 　　取 組 状 況



項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

34.
国道20号諏訪
バイパス推進
機運の醸成

①国の動向に注意しながら、市民や地域団体の
国道20号諏訪バイパス推進機運の醸成を図るた
め、国の出先機関や近隣の下諏訪町と連携しな
がら関連情報をホームページで適宜掲載する。

○適時、効率的
で効果的な情報
発信

・迅速で効
果的な情報
提供による
地域住民要
望の実現

国道バイパ
ス推進室

①
実施

①バイパスについては過去の経過（S47からの懸
案事項等）があることから、これをホームペー
ジに掲載している。また、９月に行われたルー
ト・構造原案説明会や１１月の都市計画原案説
明会等を記事にした「広報諏訪バイパス
vol.14」を掲載した。

①→
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

35.
行政チャンネ
ルシステムの
充実

①平成27年6月より行政チャンネルシステムに
おいて市議会の代表・一般質問の模様のみ動画
放送を行ってきたが、28年6月議会以降、本会
議の全てを動画放送する。

○行政情報の提
供のため、原則
として本会議の
様子を全て動画
にて放送する

・地域住民
への行政情
報の発信手
段の一つと
する

企画政策課
①
実施

①市議会本会議・臨時議会の中継を行い、代
表・一般質問の録画ﾃﾞｰﾀを作成。議会事務局の
動画公開ｻｲﾄにｱｯﾌﾟﾛｰﾄﾞすることで、行政ﾁｬﾝﾈﾙ
における情報発信手段を拡充した。

①
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

36.
社会保障・税
番号制度を活
用した、行政
サービスの利
便性の向上

①社会保障・税番号制度を活用し、行政サービ
スの利便性の向上を図ることができるよう、国
や他自治体の動向を注視し、制度に関して関係
課所と情報共有を行い、今後の利活用を検討す
る。

○国や他自治体
の動向を注視
し、行政サービ
スの利便性の向
上を図る

・事務の効
率化、省力
化、迅速
化、コスト
の縮減及び
住民サービ
スの向上

企画政策課
①
実施

①マイナポイントを活用した消費活性化策（マ
イナポイント事業）が始まり、マイナンバー
カード利用環境整備費補助金を受けながら、市
民課と連携してマイナンバーカード取得促進と
マイキーID設定について周知を図った。

①→
継続

37.
コンビニによ
る住民票の写
し等の証明書
発行サービス
の充実

①住民基本台帳カードによる、住民票の写し等
が全国いつでもどこでも取得できるコンビニ証
明書発行サービス（6:30～23:00）を平成26年9
月より開始した。市民への周知や今後このサー
ビス利用に不可欠な個人番号カードの普及・促
進を図り、市民の利便性を図る共に、窓口の混
雑緩和を図る。

〇マイナンバー
カード交付円滑
化計画（改訂
版）の中間目標
である住民の約
30％（約15,000
枚）の交付を目
指す
R3目標変更

・支所や夜
間窓口の無
い当市とし
て、身近な
コンビニを
活用し、利
便性を図る

市民課
①
実施

①個人番号カードの交付枚数は、令和3年2月末
現在12,347枚で県内19市でトップクラスであ
る。コンビニ証明書の利用状況はR2年4月からR3
年2月末までで3,573件、月平均325件で、前年対
比約34％増である。全体の交付件数に占める割
合（約7.5％）は増加傾向であり、本籍地証明書
交付サービスの登録件数においても500件を超え
順調に増加しており、窓口の混雑緩和に寄与し
ている。

継続

 １－（５）行政情報の効果的な活用－④

 １－（５）行政情報の効果的な活用－③ 　　取 組 状 況

　　取 組 状 況



行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

38.
シティプロ
モーション全
般

①諏訪市の知名度・好感度アップと市の魅力発
信のため、有効にSNSを活用しシティプロモー
ションを実施する。

○諏訪市の知名
度・好感度の向
上
○シビックプラ
イドの醸成

・諏訪市に
住むことの
市民満足度
の向上
・情報交
流、交流、
定住人口の
増

秘書広報課
①
実施

市公式フェイスブックや,YouTubeチャンネルな
どＳＮＳを積極的に活用した。

①
→
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

39.
広域連合等の
活用

①諏訪圏6市町村間の情報交換や連携強化によ
り、行財政能力の補完や効果的・効率的な事務
処理を検討・実施する。

○諏訪圏の広域
的な事業展開の
推進

・事務事業
や各種行政
サービスの
効率化など

企画政策課
①
実施

①広域連合を構成する諏訪圏6市町村が連携し、
事務の共同処理を行い、効果的・効率的に行政
サービスを提供した。特に今年度は新型コロナ
対策においても、緊急経済対策における特別定
額給付金事業等でシステムを共同構築すること
により、適正・迅速に実施することができた。

①→
継続

２　人と組織の改革
行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

40.
組織体制の見
直し

①市の組織について、適正な配置で対応できる
よう、常に体制の見直しを検討し、実施する 。
とともにRPA等を活用した業務スマート化を推
進する。

○職員の適正配
置と柔軟な組織
づくりの実施

・最少の人
員で最大の
効果を挙げ
る体制確保

企画政策課
①
実施

①事務事業や職場の状況等を総合的に判断し、
組織の見直しと適正な職員配置を実施した。具
体的には、企画政策課の行政管理係と情報推進
係を統合してスマート化推進係を新設し、業務
スマート化プロジェクトの体制強化を図った。

①
継続

 ２－（1）定数の適正化と柔軟な組織づくり－①

 １－（５）行政情報の効果的な活用－⑤

 １－（６）行政情報の効果的な活用－①

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況



項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

41.
建設工事検査
等体制の見直
し

①建設工事の評点制に伴い、設計・積算、契約
事務、検査の各々の独自性を確保するため、組
織の検証を実施する。

○公正な積算・
設計、入札、検
査のため、組織
の見直しを実施

・工事の品
質向上、業
者育成

財政課・企
画政策課

①
実施

①予算執行方針説明会において、所管課所等へ
の説明を実施し、組織については、適正な組織
の在り方を検討した。

①
検討

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

42.
各種情勢に対
応した組織づ
くり

①市民ニーズや社会情勢に対応し、常に組織体
制の見直しや検討を実施。

○職員の適正配
置と柔軟な組織
づくりの実施

・最少の人
員で最大の
効果を挙げ
る体制確保

企画政策課
①
実施

①各種情勢に対応し、業務の見直しなどと合わ
せて、事務職員の配置数等を見直した。R3年３
月に新型コロナウイルスワクチンの接種体制を
整備するため、健康福祉部内に新型コロナワク
チン接種担当を新設した。

①
継続

43.
工事及び境界
立会の早期対
応

①地区要望は道路・河川・舗装を含め500件を
超える。これらの中から真に必要な改修を地区
と十分協議しながら納得の上で決定し、速やか
に、また確実に実施する。
②境界立会の申請が年間２５０件程あり、申請
から実施までに時間がかかるため、適正な担当
者へ割当てをして早期に立会実施ができるよう
な柔軟な組織づくりに努める。

○必要な地区要
望を選択し、的
確に確実に対応
をする。また、
境界立会の要望
に早く対応する
ため、係員で連
携体制を取って
対応する

・的確な対
応と確実な
実施によ
り、建設行
政の信頼性
が向上する

建設課
（管理計画
係、工事
係）
（用地管理
係）

①
実施

①地区要望のうち、優先度の高い要望箇所につ
いて区長立会いのもと市長視察を実施し施工箇
所を決定。速やかに工事を実施した。

②境界立会を早期実施するために、六市町村や
長野県土地家屋調査士会、建設課工事係と意見
交換会を開催し、意見交換で得た情報や協議し
た対策をもとに迅速な対応ができるようになり
つつある。意見交換を継続的に行い更なる成果
が出るように努めたい。

①→
継続

②→
継続

 ２－（１）定数の適正化と柔軟な組織づくり－② 　　取 組 状 況



行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

44.
審議会の見直
し

①諮問機関である審議会等について、構成員等
のあり方を検討しながら、必要により見直しを
行う。

○社会の変化に
対応できる審議
会となるよう見
直しを行う。

・幅広い市
民の参加に
よる意見等
の形骸化の
抑制

総務課
①
実施

①4月1日付け掲示板「諏訪市審議会等の委員の
選任及び審議会等の会議の公開について」にお
いて、審議会等の構成員について各課所に周知
するとともに、特に、女性委員の登用について
積極的な取組を依頼した。

①
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

45.
人事考課制度
の検証

①地方公務員法改正に伴い、平成28年度から全
国的に人事評価が義務化されたため、人事管理
の基礎資料の一つとなる人事考課が、人材育成
という目的に則して機能するように制度の検証
を行う。

○フィードバッ
ク面接の一層の
充実を図ること
で、効果のプロ
セスをより鮮明
にする

・職員の育
成と能力活
用で、少数
精鋭による
行政運営を
遺漏なく行
う

総務課
①
実施

①部長会議や庁内広報、人事考課研修会を通じ
て、フィードバック面接の重要性と完全実施を
周知徹底した。また、一昨年人事考課制度検証
委員会の意見を踏まえ、精度を落とさない範囲
で運用方法を見直したことで、考課者の負担軽
減が図れている。

①
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

46.
職員の技術向
上の推進

①高い資質を備えた人材の確保 ○専門的知識の
獲得と技術の継
承のため水道局
OBの有効活用

・知識や技
術を習得し
職員の技術
向上に繋げ
る

施設課
①
実施

会計年度任用職員として水道局ＯＢ２名を配置
し、後輩職員に対し技術の伝承を行った。

①→
継続

 ２－（２）求められる人材育成と適正な人事管理－③

 ２－（１）定数の適正化と柔軟な組織づくり－③

 ２－（２）求められる人材育成と適正な人事管理－①、②

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況



行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

47.
職員の技術向
上の推進

①職員の能力開発と人材育成を図るため、設計
技術を習得するため専門研修を受講する。

○新規配置者等
の専門研修受講
による業務スキ
ルのアップ

・知識や技
術の習得に
よる職員の
技術向上

施設課
①
未実
施

新型コロナ感染症により、主催団体の中止表明
や、感染防止の観点から参加できなかった。

①→
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

48.
職員出前講座
の継続

①市民への行政情報の提供と学習機会の拡大を
図るため職員出前講座を継続し、市民との協働
や市民とともに学習する機会とする。

○実施回数の維
持または向上

・市民への
情報提供と
職員の資質
向上

秘書広報課 ①
実施

市民ニーズに沿えるよう利用者アンケートを実
施し、担当課へフィードバックし、資質向上に
努めた。（新型コロナウイルス感染拡大の影響
で４月～６月は休止した）

①
→
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

49.
複線型人事導
入の検討

①職員個々のキャリアデザインの把握と、組織
に必要とされている専門性を踏まえ、従来の異
動周期に捉われない、スペシャリストとしての
専門能力を持った人の育成、活用を検討する。

○自己申告書を
通じた、職員の
キャリアデザイ
ンの把握をす
る。

・事務の効
率化や専門
性への要求
への対応

総務課
①
実施

①短期的な組織事情だけではなく、自己申告の
内容を踏まえ、その職員のキャリア形成に繋が
り、かつ長期的な組織の活性化に結びつくよう
な、人材育成を意識した人事異動に努めた。

①
継続

 ２－（２）求められる人材育成と適正な人事管理－④

 ２－（２）求められる人材育成と適正な人事管理－⑤

 ２－（２）求められる人材育成と適正な人事管理－⑥

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況



３　公共施設サービスの改革
行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

50.
園児の過ごし
やすい環境整
備

①公立保育園の全室にエアコンを設置し、安全
安心な保育環境の整備を進める。
②公立保育園の園庭固定遊具について危険が指
摘された物は年次更新を進める。

○令和３年度ま
での計画により
更新を進める。

・安心安全
な保育サー
ビスの提供

こども課
①
完了
②
実施

②年度更新により、園庭固定遊具（ジャングル
ジム・ブランコ）の更新を行った。

①
完了
②
継続

51.
未満児保育の
充実

①状況判断を適切に行い、未満児の一時保育実
施園を拡充する。
②地域型保育事業として事業所内保育事業者を
認可し未満児保育の充実を図る。
③認定こども園での未満児保育の取組検討

○未満児保育の
充実を図り、待
機児童ゼロを維
持する

・未満児の
保育需要に
応える

こども課
①
実施
②
実施
③
実施

①保護者ニーズ等の整理を行った。
②新規参入希望事業者から話を聞き、また必要
な情報提供を行った。
③すわせいぼ幼稚園が、令和2年度4月から認定
こども園へ遅滞なく移行された。

①
継続
②
継続
③
継続

【29新
規】.117
子育て行政
サービスの充
実

①マイナンバー制度を活用した「子育てワンス
トップサービス」を開始する。

○平成２９年９
月を目途にサー
ビスを提供す
る。

・子育ての
負担を軽減
する。

こども課
①
実施

①H30.4にながの電子サービスに児童扶養手当現
況届の様式が追加されているが、届出の仕組み
に面接が想定されているため、電子サービス運
用は困難と判断し継続課題とした。負担軽減の
ため、マイナンバーを利用した添付書類の省略
は推進。

①
継続

【30新規】
.121
子育て行政
サービスの充
実

①マイナンバー制度を活用した「子育てワンス
トップサービス」を行う

○平成３０年度
中にマイナポー
タルを活用した
サービス検索・
電子申請等を可
能とする。

・子育ての
負担を軽減
する。

市民課

 ３－（１）施設の管理運営とサービスの充実－➀ 　　取 組 状 況

【上記117.に統合】



項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

52.
より効果的な
交通安全施設
の整備

①限られた予算の中で最大限効果を発揮できる
交通安全施設を整備する。そのためにも、交通
事故事情の緻密な分析を行い、データや実績に
基づいた交通安全施設を選択して、整備を進め
る。

○死亡事故ゼロ
を目指すととも
に、人身交通事
故は前年比マイ
ナス５％を目標
とする

・市民や観
光客の安全
が確保され
るととも
に、事故に
よる経済的
損失も軽減
される

建設課
（交通安全
係）

①
実施

地区要望や通学路点検、お散歩コース点検で要
望された箇所について対策を実施した。
交通事故の発生状況を確認し、状況に応じた対
策を行った。
摩耗した道路標示や老朽したミラー・標識の整
備を行い、安全施設の適正な維持管理に努め
た。

①継
続

53.
自転車駐車場
の点検整備の
推進

①自転車駐車場における照明施設や破損個所等
の点検・整備を推進し、市民にとって利用しや
すい環境作りに努める。

○定期的に点検
を実施して不備
を発見し、早期
に改善する

・快適に利
用できる自
転車駐車場
を提供する
ことによ
り、駅前周
辺における
迷惑駐車自
転車が減少
することも
期待される

建設課
（交通安全
係）

①
実施

東西駐輪場の駐車区画線を補修・更新を行い、
通路と駐車場所を明確にすることにより、通路
上への駐輪の防止を図った。
また、西口駐輪場については一部舗装の修繕を
行い、段差や水たまりの解消を行った。

①継
続

54.
道路・橋梁の
耐震診断や計
画的な補強工
事の推進

①現存する道路構造物の状態や道路線形を調査
し、損傷度や危険度を把握する。
②橋梁長寿命化修繕計画や法定点検結果に基づ
き、橋梁の耐震診断や計画的な補強工事を行
う。

○継続的な道路
管理及び橋梁長
寿命化修繕計画
等に基づく修繕
及び更新の実施

・快適な道
路環境が保
たれると共
に、有事の
際には緊急
輸送路とし
て確保でき
る

建設課
（管理計画
係）

①
実施

①道路の段差等によって車の損傷や歩行者の転
倒等を防止するため、定期的に道路パトロール
を実施している。また、予算の平準化とLCCの縮
減を目的に舗装長寿命化計画を策定し、予防保
全型の管理を行うことで道路の安心・安全の確
保に努める方針を定めた。
②橋梁長寿命化修繕計画を更新。湖岸中門橋架
替工事を実施している。また、法定点検を実施
するとともに、結果に基づいた点検強化型管理
橋梁の設定と点検を実施。

①→
継続



項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

55.
公民館の施設
整備と利用促
進

①諏訪市公民館（昭和38年の建築）は、経年劣
化による設備の老朽化が進んでいる。施設を使
用する市民の利便性と安全確保のため、施設の
整備を計画的に実施。今後は他施設との複合化
を含め、新施設の在り方について総合的に検討
する中で、より使いやすい施設を目指して、市
民が参加しやすい講座の実施、サークル・ボラ
ンティア活動への支援等、市民サービスを充実
させる。

○今後のあり方
についての早期
決定
Ｈ30～：別館の
日曜開館の実施

・利用者の
安心、安全
の確保
・利用の促
進と利便性
の向上

生涯学習課
（公民館）

①
実施

公民館本館、別館（昭和55年建築）ともに施設
の老朽化が進んでいる。利便性向上と利用者の
安全確保を第一に考え、維持管理上必要な機器
部品の更新や緊急的な修繕等を実施した。文化
センター改修工事や敷地全体のデザインにより
施設のあり方を決定していく。併せて公民館の
機能や役割について再度見直していく必要があ
る。

①→
継続

56.
文化センター
施設・設備の
適切な維持管
理

（駅周辺市街地あり方検討会の意向などを注視
しあり方について検討しながら、必要な維持と
サービス向上を目指す）
①築５０年以上の建物及び機械設備について、
利用者安全確保を優先し、改修・修繕が必要な
個所を把握し、工事を実施する。

○今後のあり方
について早期決
定。保存活用の
場合、保存活用
計画策定と並行
しながら耐震
化・改修工事を
進めていく

・施設・設
備の効率的
安定的な管
理

生涯学習課
（文化C)

①
実施

施設運営に関しては支障が出ないように、必要
最低限の緊急的な修繕を行い運営してきたが、
今年度の委託業務の成果である改修案をもと
に、改修が実現できるようにする為の検討と財
源確保の検討を引き続き行う。大規模改修まで
の間は、安全に関わる改修については時期を見
極めて行う。一方で、関係課所とも連携をとる
ことで、当館の位置付け等の検討も行う。

①→
継続

57.
働く婦人の
家・勤労青少
年ホームの
「施設の管理
運営とサービ
スの充実」の
推進

（駅周辺市街地あり方検討会の意向などを注視
し公民館との統廃合などあり方について検討し
ながら、存続の間は必要な維持とサービス向上
を目指す）
①講座開催時等に利用者へアンケートを実施し
て、講座のニーズの把握や館を利用しての意
見・要望等を把握し、サービスの向上に努め
る。
②長野県働く婦人の家連絡協議会、勤労青少年
ホーム連絡協議会の会議等で先進的な事例を把
握して順次改善を図り、施設管理運営の見直し
を行う。

○今後のあり方
についての早期
決定
館利用者や他市
町村の動向を把
握して、効果が
あると思われる
施策については
実施可能なもの
より逐次実施す
る

・施設の
サービス水
準の向上及
び安定運営
・施設管理
経費の削減

生涯学習課
（働く婦人
の家・勤青
ホーム）

【①29年度取組完了】



項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

*【2新
規】.128
駅前交流テラ
スすわっチャ
オの「施設の
管理運営と
サービスの充
実」の推進

①イベントや講座等の開催時に利用者へアン
ケートを実施して、ニーズの把握や利用者の意
見・要望等を把握し、サービスの向上に努め
る。

○館利用者や他
市町村の動向を
把握して、効果
があると思われ
る施策について
は実施可能なも
のより逐次実施
する。

・施設の
サービス水
準の向上及
び安定運営

駅前交流テ
ラスすわっ
チャオ

実施 コロナ禍で多くのイベントは中止となったが、
「クリスマスイベント」や「コリほぐし体操」
など開催されたイベントや講座については、ア
ンケートを実施し、集計結果をまとめること
で、次回開催時の参考とすることができた。

継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

58.
施設の建設・
運営手法の検
討

①市有財産の有効活用を検証し、ＰＦＩ等や民
設民営の検討を進める。

○建設及び運営
手法等を検討す
る

・建設経費
及び維持修
繕経費の縮
減

財政課・企
画政策課

①
実施

①公共施設等総合管理計画に沿って、今後の市
有施設全般のあり方とPFI含めた民間活力の導入
を検討した。

①
検討

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

59.
PPP/PFI活用推
進のための研
究

①市施設の建設・運営にあたり、PPP/PFI活用
推進のための研究を行う。

○PPP/PFIの推進 ・公的負担
の抑制、新
たなビジネ
ス機会の拡
大、地域経
済好循環の
実現

企画政策課
①
実施

①諏訪湖イベントひろば等の活用検討にあた
り、理事者含めてPPPｾﾐﾅｰに参加。その後具体的
な提案を得るために、内閣府担当者とのオンラ
イン会議を開催し、助言を受けた。

①
継続

 ３－（１）施設の管理運営とサービスの充実－②、⑨

 ３－（１）施設の管理運営とサービスの充実－② 　　取 組 状 況

　　取 組 状 況



行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

60.
学校施設の非
構造部材の耐
震化

①平成２９年度に実施が予定されている「特殊
建築物定期報告資料作成委託」にあわせ「非構
造部材調査報告書作成業務委託」を実施し、非
構造部材における計画的な耐震化改修等を計
画・実施する。

○耐震改修率
100％

・児童生徒
への安全で
安心な学習
環境を提供
する
・災害時に
市民の避難
場所となる
ため、市民
の生命を守
ることにな
る

教育総務課
①
実施

①-1
令和元年度に実施した、「高島小学校多目的
ホール非構造部材耐震化工事実施設計業務委
託」に基づき、令和2年度、同工事を実施。令和
2年10月6日に竣工となり、児童への安全で安心
な学習環境等を提供するに至った。
①-2
市内小中学校の特定天井（吊り天井）に係る改
修工事は終了したが、特定天井以外の非構造部
材（照明、バスケットゴール、窓ガラス等）へ
の対応が今後課題となっている。

①-1
終了
①-2
継続

61.
体育施設の整
備（耐震化）
の推進

①管理する体育施設の中で、耐震診断が必要な
施設については、耐震診断を実施する。耐震結
果に基づき、耐震工事が必要な場合には耐震工
事を実施し、利用者の安全を確保する。

○未実施施設の
耐震診断の検討
と、耐震工事の
推進

・施設の耐
震化を進め
ることで、
利用者の安
全が確保さ
れる

スポーツ課
➀
実施

➀清水町体育館非構造部材（天井・窓等）の耐
震改修を6～11月に実施し、竣工。
　公共施設等総合管理計画個別施設計画策定に
当たり、施設の機能維持の他、機能移管や機能
統合等について、関係スポーツ団体等と意見交
換を開始した。

➀→
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

62.
協働による公
園・緑地管理
の推進

①地域と行政との管理区分を明確にし、地域等
が市との協働により維持管理が可能な施設等に
ついては協議を進め、出来る限り地域協働管理
を推進する。

○年あたり １～
２箇所で公園等
の管理協定を締
結する

・公園・緑
地の管理体
制の確立と
維持管理経
費の削減

都市計画課
①
実施

管理協定について、末広公園において地元末広
町二丁目区と協議を継続実施。（R3.4.1付締結
予定）

①継
続

 ３－（１）施設の管理運営とサービスの充実－④

 ３－（１）施設の管理運営とサービスの充実－③ 　　取 組 状 況

　　取 組 状 況



行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

63.
不用市有地の
売却推進

①不用市有地を、適切な鑑定を行い、広報やＨ
Ｐ等 でのを活用した公売等により売却を進め
る。

○売却可能な不
用市有地の把握
に努め、積極的
に売却を進める

・普通財産
管理の軽減
と一般財源
の確保

財政課
①
実施

①普通財産土地について、8件12,631千円を売
却。売却の際は、HP・その他の媒体を活用した
広報及び適切な土地鑑定を実施

①
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

64.
固定資産台帳
の更新、活用

①平成27年度に整備した固定資産台帳の毎年の
更新作業行うとともに、ファシリティマネジメ
ント等財産管理への活用を図る。

○固定資産台帳
の更新、活用

・限られた
財源の有効
活用と効率
的な財政運
営

財政課
①
実施

①既存台帳の更新作業を実施し、公表用の開始
時台帳が完成。更新作業に係るマニュアル等の
改良を継続実施

①
継続

65.
市営駐車場の
適切な管理

①施設、設備の見直しをし、計画的に修繕を行
うことにより、施設の安全性を確保する。
②管理業務等に関し、長期継続契約の有効活用
を継続する。

○施設・設備の
見直し、修繕計
画を作成する。
計画に沿った修
繕の実施

・老朽化が
進む駐車場
の安全を確
保し、運営
継続する

商工課
①
実施
②
実施

①大規模修繕はなかったが、定期的な点検を行
い安全性を確保した。
②管理業務、機器の保守点検の長期契約を継続
して実施した。

①
継続
②
継続

66.
図書館の計画
的な修繕・改
修

①老朽化している建物、設備について、修繕・
改修が必要な個所を把握し、計画的に修繕・改
修を進める。

○Ｈ28年度空調
設備設計委託、
以後改修工事を
実施。その他優
先すべき箇所か
ら修繕・改修を
実施する

・施設の効
率的な管理
と快適で安
全な施設の
運営

生涯学習課
（図書館）

①
実施

大規模修繕等はなかったが故障や不具合のある
箇所について、利用者が館を安全・快適に利用
していただけるようその都度、修繕をおこなっ
た。来年度についてはエレベーター改修工事を
予定している。今後も長寿命化に向けた計画的
な修繕・改修をおこなっていく。

①→
継続

 ３－（１）施設の管理運営とサービスの充実－⑥

 ３－（１）施設の管理運営とサービスの充実－⑦

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況



67.
博物館の計画
的な修繕・改
修

①老朽化しつつある建物、設備の修繕履歴を整
備すると共に、修繕・改修が必要な箇所の洗い
出しと優先順位の決定を行い、計画的な修繕・
改修を進める。

○修繕履歴等の
整備、修繕・改
修必要箇所のリ
ストアップ。以
降、優先すべき
箇所から実施

・施設の効
率的な管理
と業務の効
率化

生涯学習課
（博物館）

①
実施

①受変電設備改修工事、正面玄関横スロープタ
イル修繕、エントランスホール防水修繕、２F機
械室加湿器修繕など、優先順位、緊急度に応じ
て実施。

①→
継続

68.
施設の管理運
営

①施設の固定資産台帳と施設カルテを活用し、
計画的施設の維持管理運営を実施する。
　また、継続的な委託業務の業務内容等の精査
する。

○計画的修繕計
画の予算要求(実
施計画化)

・計画的維
持修繕等に
よりライフ
サイクルコ
ストの軽減
を図る

観光課
①
実施

①施設の固定資産台帳と施設カルテ等により、
施設の維持管理運営を実施した。
　また、委託業務の業務内容等を精査した。

①→
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

69.
公共施設等総
合管理計画の
策定

①計画策定を通して、本市が有する公共施設や
インフラ資産の状況を把握し、ファシリティマ
ネジメントの考え方を導入する。

○公共施設等総
合管理計画の策
定

・財政負担
の軽減、平
準化
・公共施設
の最適化
・持続可能
な行財政運
営

企画政策課

【29新
規】.118
公共施設等総
合管理計画策
定後の推進

①計画に沿った個別施設計画の策定と施設カル
テの整備、公表及び全庁横断組織である「公共
施設マネジメント推進部会」による進行管理を
行う。また、公共施設マネジメントの意識醸成
と認識共有を目的とする、職員等向けの研修会
などを開催する。

○公共施設等総
合管理計画の推
進

・財政負担
の軽減・平
準化
・公共施設
の最適化
・持続可能
な行財政運
営

企画政策課
①
実施

公共施設マネジメント推進部会を開催し、個別
施設計画の策定に向けて協議を行った。庁内に
おける
公共施設マネジメントの意識醸成と認識共有を
図ることを目的として公共施設マネジメント研
修会をオンラインにて開催した。

①
継続

【30新
規】.124
経営戦略の策
定

①H26.8.29付けで総務省が発出した「公営企業
の経営に当たっての留意事項について」を踏ま
え、諏訪市温泉事業の中長期的な経営計画であ
る「温泉事業経営戦略」策定し、現状分析を行
うとともに経営方針を定める。

○温泉事業兼営
戦略を策定する
こと

・中長期的
な視点に立
脚した経営
基盤の強化
と財政マネ
ジメントの
向上を図
る。

営業課

 ３－（１）施設の管理運営とサービスの充実－⑧ 　　取 組 状 況

【①30年度取組完了】

【①２８年度取組完了】



行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

70.
指定管理者制
度導入施設へ
のモニタリン
グ制度の実施

①モニタリング制度の実施により、施設管理体
制の充実と利用者のニーズを把握した施設サー
ビスの向上を図る。

○施設の安全管
理
○施設サービス
の向上

・危機管理
対策の強化
・施設サー
ビス水準の
向上と安定
化

社会福祉課
①
実施

①当課担当の５施設について、施設ごとの評価
表を作成し、モニタリングを実施。利用状況や
収支状況、現地での施設管理状況の確認を行っ
た。また、施設運営の改善点の指導や、建物の
要修繕箇所等の聞き取りを実施し、適正な運営
管理に努め、利用者の安全管理を図ることがで
きた。

① →
継続

71.
指定管理者制
度導入施設へ
のモニタリン
グ制度の実施

①モニタリング制度の実施により、評価・状況
のヒアリングや評価表の確認等を行い、同制度
による施設管理体制の推進を行う。
　

○評価制度によ
る施設サービス
水準等の維持・
向上

・施設の
サービス水
準の向上及
び安定運営
・緊急時対
応の迅速化

高齢者福祉
課

①
実施

諏訪市デイサービスセンター西山の里において
令和２年５月にモニタリング実施。利用状況、
収支状況の確認、現地での施設管理状況の確認
を行った。コロナ禍における感染防止対策の指
導や、減収に対する相談実施。令和３年度の要
修繕箇所の点検を行った。

①
継続

72.
すわっこラン
ドへのモニタ
リング制度の
導入

①平成２４年度から指定管理者制度を導入した
「すわっこランド」について、指定管理者に対
し、実績報告書等の提出を求めるとともに、ヒ
アリング及び施設立会等によるモニタリングを
実施し、評価表の作成等による監視・指導を行
いながら、適切な施設管理の徹底を図る。

○指定管理者と
の連携を密に、
実効性のあるモ
ニタリングの実
施

・施設の
サービス水
準の向上及
び安定運営
・緊急時対
応の迅速化

健康推進課
①
実施

①モニタリングについて
○定期
・月毎に「実績報告書」（管理運営業務、経理
状況のまとめ）の提出を求め、これに基づく
チェック及びヒアリングを実施し、必要に応じ
指導を行った。
・5月に前年度に係る総合モニタリングを実施。
評価表に基づき、施設運営管理に係る指導を
行った。
○随時
・施設運営状況及び管理状況等について聴取と
現地確認を行ない、必要に応じて財政課技師等
の帯同を求めた。
・チーフ会議に参加し、運営上の課題について
共有した。

①
継続

73.
原田泰治美術
館のモニタリ
ング制度強化

①指定管理者制度導入後継続してきた定期モニ
タリングの強化、及び総合モニタリングの実施
と指導を行いながら、適切な施設運営管理体制
を推進する。

○モニタリング
実施による施設
運営課題の明確
化と継続的な取
り組みの管理

・施設の
サービス水
準の向上及
び安定運営
・緊急時対
応の迅速化

生涯学習課
（美術館）

①
実施

①毎月定期モニタリングを開催した。その際、
施設運営管理上の課題点を聞き取るよう努める
と共に、市の方針や要望を伝え、必要であれば
指導を行った。指定管理者と運営課題を共有し
ながら、サービス向上と安定的な運営を目指
し、対策に取り組んだ。

①→
継続

 ３－（２）指定管理者制度の活用－① 　　取 組 状 況



項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

74.
体育施設への
指定管理者制
度導入の検討

①他課所管の健康増進施設への指定管理者制度
導入の研究や、他市町村の類似施設への同制度
導入状況を調査し、施設管理体制の見直しの検
討を行う。

○耐震整備の完
了後に管理体制
の指針を決める

・施設の管
理体制の適
正化、サー
ビス水準の
向上及び経
費の削減

スポーツ課
➀
実施

➀所管するスポーツ施設は市内に点在している
ことから一元管理が難しいこと、シルバー人材
センターを活用した現在の施設運営が比較的安
価で行えて来ていること等から、指定管理制度
の導入によりかえって運営経費が増大する可能
性もあり、導入の可否について研究・検討を継
続していく。

➀→
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

75.
清掃センター
の廃止

①２市１町による湖周クリーンセンター稼働に
より、市清掃センターを廃止し、解体撤去を行
う。

○平成２９年度
施設除却設計実
施予定
◯平成３０年度
機械設備撤去工
事予定
◯令和元年度建
屋除却工事予定

・迷惑施設
の解消 生活環境課

76.
保育園舎の統
廃合

①山の神保育園園舎の解体撤去及び施設廃止。
②旧湖南保育園園舎の解体撤去。

○年次計画(実施
計画）により旧
園舎を解体して
遊休施設（財
産）の有効活用
を図る

・遊休施設
(財産）の有
効活用

こども課

77.
空き施設を活
用した世代間
交流施設の移
転と旧施設の
除却

①遊休施設(旧清水学園）を改修のうえ現施設
の機能を移転して運営を継続する。あわせて旧
施設を解体撤去する。

○平成28年度中
に新施設に機能
移転。旧施設は
解体して遊休施
設（財産）の有
効活用を図る

・遊休施設
(財産）の有
効活用

こども課

 ３－（３）施設の統廃合－① 　　取 組 状 況

【①29年度取組完了】

【①元年度取組完了】

【①29年度取組完了】



項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

78.
教職員住宅の
転用・除却

①　四賀（桑原）の教職員住宅を取り壊し、そ
の跡地を公売する。
②　西踊場（立石町）・二本松（茶臼山）の教
職員住宅の有効利用を図るため、区の申出によ
り区へ無償譲渡もしくは公売に向けた検討を担
当部署とともに進める。

○教職員住宅の
取り壊し、公売
等を行い有効利
用を図る。

・維持管理
経費の削減 教育総務課

【30新
規】.125
合理化の推進

①H29.3末をもって営業を終了した精進湯の建
屋の解体を行う。

○旧精進湯ビル
の解体

・不要資産
の除却によ
り、経営の
健全化を図
る。

営業課

【30新
規】.126
覗石青少年広
場の廃止

①公共施設等総合管理計画や個別施設計画に基
づき、老朽化の進む覗石青少年広場の廃止しに
伴い、地元覗石区と丁寧に協議を進める。

○令和３年度を
目途に、覗石青
少年広場を廃止
し、森林体験学
習館と統合・集
約を図る。

・地元覗石
区への管理
委託料等の
減及び施設
の減築

生涯学習課
（生涯学習
係）

①
実施

①公共施設等総合管理計画や個別施設計画に基
づき、地元覗石区や利用者、関係者等と協議を
重ね、覗石青少年広場の廃止について了解が得
られたため、令和２年度末をもって、設置条例
を廃止し施設を閉場する。

①
実施

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

79.
ふれあい高島
運営事業の検
証

①旧茅野病院を「ふれあい高島」として普通財
産で管理し、シルバー人材センター、社会福祉
協議会ヘルパー室及び各種市民団体が使用して
いるが、耐震性や老朽化等を勘案し、施設の廃
止に向けて検討を進める。

○施設の廃止を
進める

・維持修繕
経費の縮減 財政課

 ３－（３）施設の統廃合－①、② 　　取 組 状 況

【①29年度取組完了】

【①30年度取組完了】

【①30年度取組完了】
【②元年度取組完了】



行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

80.
保育所の統廃
合の検討

①保育所専門委員会の報告に基づき、施設の配
置バランス等考慮し、入所児童の減少した園の
統合等を含めた対応を検討する。
②令和元年度に策定した、保育所”笑顔プラ
ン”及び民営化ガイドラインをもとに地域での
住民懇談を進める。

○限られた保育
資源を有効に活
用するための最
適化を進める。

・施設の管
理運営費の
節減

こども課
①②
実施

①・②各地区での住民懇談会を開催し意見交
換、アンケート調査を行った。

①・
②
継続

４　財政運営の改革
行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

81.
経費節減の推
進

①職員のコスト意識の高揚を図り、事務費をは
じめ経費全般の徹底的な節減に努める。

○予算編成会議
等で意識の高揚
を図る

・経費全般
の節減合理
化

財政課
①
実施

①予算執行方針等説明会及び予算編成（実施計
画策定）会議の際に、本市の財政状況等の説明
と、コスト意識、経費節減等留意点を周知

①
継続

82.
刊行部数、コ
ピー資料削減
による印刷製
本費等の節減

①スワリブ（諏訪市ebook）を活用した歴史・
文化財関連刊行物の公開配布による印刷等経費
の節減。

○過去の問い合
わに基づく絶版
書籍、新規刊行
物を3点以上公
開・配布できる
ようにする。

・印刷製本
費、郵送費
の削減
・問合せ対
応の軽減
（コピー資
料送付等の
手間・負担
減）

生涯学習課
（文化財
係）

①
未実
施

①該当となる絶版書籍がなく、新規刊行物もな
かったため、実施を見合わせた。対象書籍及び
刊行物を検討した後、実施を再開する。

①→
継続

83.
グライダー講
習会補助金の
見直し

①事業の安全性を確保しつつ、事業の自主運営
を目指し、年５％を目標に補助金の削減を補助
対象者と協議し、実施する。

○年５％の削減 ・支出額の
削減 スポーツ課

➀
実施

➀目標どおり5％の削減を予定していたが、新型
コロナウイルス感染症の影響により講習会が実
施されなかったため、令和2年度は補助金を執行
しない予定。

➀→
継続

 ３－（３）施設の統廃合－②

 ４－（１）経費の節減及び収入の確保－➀

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況



項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

84.
選挙事務経費
の節減

①投・開票事務の見直し等による事務従事者の
削減により、経費の節減を行う。

○投開票事務の
効率化による経
費の削減

・事務の効
率化及び経
費削減。

選挙管理
委員会

①
未実
施

令和２年度は選挙執行がなかったため、取組実
績なし。

①→
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

85.
諏訪市地球温
暖化対策実行
計画（事務事
業編）に基づ
き、省エネ・
省資源への取
り組みを進め
る

①庁舎及び庁外施設の省エネ・省資源へつなが
る下記取り組みを進める。
　クールビズ(夏期）・ウォームビズ（冬
期）、ノー残業デー、ライトダウンキャンペー
ン、エアコン・照明・待機電力の節減、ペー
パーラボの利活用による紙資源の削減

○ノー残業デー
及び推奨デーの
実施、エアコ
ン・照明等の節
電に取り組み、
年々成果が上が
るよう環境管理
委員会で検証
し、PDCAサイク
ルを行ってい
く。ペーパーラ
ボ再生紙の利活
用を図る。

・地球環境
保全に寄与
するととも
に、経費削
減ができる

総務課 ①
実施

➀省エネ・省資源・リサイクルの推進に向
け、、クール（ウォーム）ビズの実施やノー残
業デーの徹底、エアコン・照明の適正使用、PC
等の待機電力の節減とともに、公用車のアイド
リングストップの推奨などに継続して取り組ん
だ。また、ペーパ-ラボ再生紙の再生枚数の増を
図るとともに、ロビーにおいて展示を行うなど
ペーパーラボ再生紙の利活用と周知に努めた。
（総務課）

①
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

86.
積極的な滞納
整理の推進と
納税者の利便
性の充実

①初期滞納者に対し、早期の対応を実施するこ
とで、滞納の繰越を抑制する。
②積極的に滞納整理（差押・公売など）を推進
する。高額・困難案件などについては長野県滞
納整理機構への効果的な徴収業務移管を実施す
る。
③市税の口座振替およびコンビニエンスストア
による納付を促進する。

○収納率の向上 ・将来的な
収納率の向
上
・納税意識
の向上と確
実な税収確
保
・納税者の
利便性向上

税務課
➀
実施
②
実施
③
実施

➀R3.2月末現在の収納率は、現年度分92.55％
（前年同期比-1.40）、滞納繰越分27.09％（前
年同期比2.79％）
②R3.2末現在の差押件数は、154件（前年同期比
-196件）。長野県地方税滞納整理機構に20件を
移管し、11367千円受け入れ（R3.2末現在）。
③口座振替利用率は50％前後で推移。コンビニ
納付は、18％前後で推移している。

➀
継続
②
継続
③
継続

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況 ４－（１）経費の節減及び収入の確保－③

 ４－（１）経費の節減及び収入の確保－②



項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

87.
保育料の収納
率の向上

①保育料の滞納者に対し、早期対応(電話・園
訪問・自宅訪問)を実施し、収納率の向上に努
める。

○現年度保育料
徴収率９９％以
上

・現年度の
滞納を減ら
すことによ
る滞納繰越
額の減少

こども課
①
実施

①徴収担当者を中心に、滞納を確認した際には
早期の対応（電話催告、園訪問、臨戸訪問）を
実施し収納率の向上に努めた。また、副食費は
実費徴収となったことから各保育園の協力を得
て徴収強化に努めた。

①
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

88.
施設使用料の
適正化の促進

①消費税増税時に各観光施設の使用料等の適正
化を検討し料金改正を実施する。

・増収効果 ・顧客の満
足度ＵＰ及
び特定財源
の有効活用

観光課
①
実施

①各施設の使用料等の適正さについて検討を
行った。

①→
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

89.
国庫補助金等
の確認

①国庫補助金、交付金、県補助金等の必要性及
び効果性を確認する。

○実施計画策定
時及び予算編成
時等に確認

・特定財源
の確保 財政課

①
実施

①予算編成（実施計画策定）会議の際に周知 ①
継続

90.
交付金の有効
活用

①社会資本整備総合交付金及び防災安全交付
金、有利な起債を活用した事業促進。

○橋梁の修繕・
更新や主要幹線
道路の整備を実
施

・交付金と
有利な起債
を活用し、ｲ
ﾝﾌﾗ整備の財
政負担を軽
減

建設課
（工事係）

①
実施

①地域間の連携強化や安心・安全・快適な交通
の確保等のため、(他)54001号線、（一）1-3号
線の道路改良や中浜2号線等の舗装修繕、湖岸中
門橋の架け替え工事など内示額に応じて計画的
に事業を実施した。また、2次、3次補正等を積
極的に活用して事業の推進に努めた。

①
継続

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況

 ４－（１）経費の節減及び収入の確保－④

 ４－（１）経費の節減及び収入の確保－⑤



項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

91.
助成金等によ
る市芸術祭経
費の節減

①国等の補助制度を研究・活用し、また、参加
者から適正な自己負担を求めながら、芸術性を
落とさず、少ない費用で芸術祭を開催する。

○補助制度を活
用し、諏訪市芸
術祭を開催する

・一般財源
の負担、経
費の軽減

生涯学習課
（生涯学習
係）

①
未実
施

①コロナ禍により、リモートでの開催やケーブ
ルテレビでの放送なども検討したが、感染状況
が予測できない中で、演者の感染症発生地域と
の往来や会場での密の回避などを考え、契約を
交わす前に翌年度への延期を決定した。

①→
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

92.
工事発注の効
率化

①工事箇所の集中化、新技術を活用した工事期
間の短縮、工事発注の効率化により経費の縮減
を行う。

○関係機関との
共同施工、及び
新工法を取り入
れた工事の実施

・関係機関
との共同施
工により、
掘返しを防
止し、工事
の効率化が
図られる。
新技術を採
用すること
で工期短
縮、経費縮
減が図られ
る

建設課
（工事係）

①
実施

①設計に際して入念な現地調査を実施し、事前
に関係機関と調整を行って必要に応じ、共同で
工事を発注する等により、経費の縮減や地域へ
の負担の低減を図っている。また、NETIS(新技
術情報提供システム)等を活用し、全国の事例を
参考にしながら現場の特性を踏まえた工法を選
定することで、工期の短縮及び経費の縮減を実
現している。

①
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

93.
ふるさと寄附
の取組み

①寄付者に対するお礼の品を見直し充実させ、
クレジット納付において寄附者の利便性を確保
し、寄附金の増を図るとともに諏訪市のPRに積
極的に取り組む。ふるさと振興基金も設置し、
いただいた寄附を有効活用する。また、企業版
ふるさと納税やガバメントクラウドファンディ
ングを積極的に導入する。

○年間1億円の寄
附金の確保を目
指す

収入の確保
及びお礼の
品による地
域振興の推
進

地域戦略・
男女共同
参画課、
企画政策課

①
実施

令和2年9月に総務大臣からふるさと納税の対象
となる地方団体の指定を受け、令和3年9月30日
まで継続して制度を活用することが可能となっ
た。※R3.2月末現在寄附受領状況:2,613件、
161,245千円（対前年比195％）
地場産品や体験型返礼品を取り扱いながら、新
たな取り組みとして、庁内で進められる「業務
スマート化プロジェクト」一環で、“ふるさと
納税事務管理システム”を導入し事務軽減につ
なげ、平行して新たな「ふるさと納税ポータル
サイト」を拡充した。

①継
続

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況

 ４－（１）経費の節減及び収入の確保－⑥

 ４－（１）経費の節減及び収入の確保－⑦



行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

94.
新たな収入源
の確保

①新たな財源確保を目指すため、ホームページ
等への広告掲載募集等を行う。

○媒体ごと要
領、ガイドライ
ンを整備し、募
集を行う

・自主財源
の確保 財政課

①
実施

①本年度は広告審査委員会が必要な案件はな
かったが、自動販売機設置に係る施設所管課と
連携し新たな収入源を確保

①
検討

95.
燃やすごみ指
定袋有料化の
検討

①湖周２市１町によるごみ処理共同化開始によ
り、現在岡谷市・下諏訪町では、指定袋の有料
化を実施しごみ排出量の減量を推進している。
　また、新施設の稼働に伴い運営関係費及び収
集運搬費など経費の推移を検証し、燃やすごみ
の減量推進と健全な財政運営を図るため、燃や
すごみの指定袋有料化を新たに検討する。

○有料化の方向
性について、調
査・検討し決定
する

・燃やすご
みの減量化
の推進と運
営経費の削
減

生活環境課
①
実施

・地区単位での有料化説明会を開催する。（20
地区）　・有料化チラシ（外国人向け含む）作
成、有料化啓発グッツ（のぼり旗、横断幕、パ
ネル、マグネットシート等）を作製し、市民へ
周知を図った。
・12月に有料化周知を兼ねて証紙付指定袋のサ
ンプル袋を全戸配布する。
・有料可の運営に必要なボランティア袋、証紙
シール、ごみ袋出荷承認証シールを作製した。
・大型可燃物（布団、じゅうたん等）の駆け込
み排出を防ぐため、拠点回収の拡充を図った。
・有料化の手数料収入を財源とした弱者対策を
はじめごみステーション整備補助など新設する
ことができた。

① →
実施
(本格
実施)

【30新規】
.122
広告収入によ
る財源確保

①新たな収入源の確保のため、広報すわで広告
掲載を取り扱う。

○12回/年 ・自主財源
の確保

秘書広報課 ①
実施

広告掲載を募集し、市ホームページのほか、広
報すわに掲載した。

①
→
継続

【30新規】
.123
広告付庁用封
筒の導入

①民間事業者を活用し、仕様書に基づく形態に
よる地元企業等の広告付庁用封筒の納品を受
け、会計課にて行う庁用封筒の印刷発注量を削
減する

○広告付庁用封
筒を導入し、順
次 年間使用量を
賄える量に増や
していく

・印刷発注
量の削減に
より、一般
経費の歳出
削減を行う

会計課
①
実施

①民間事業者との広告入り郵送用封筒の作製及
び無償提供に関する協定書により、年間の使用
料の約５０％を賄えた。

①→
継続

　　取 組 状 況 ４－（１）経費の節減及び収入の確保－⑧



項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

【31新
規】.127
広告収入によ
る財源確保

①新たな収入源の確保のため、市公式ホーム
ページでバナー広告掲載を取り扱う。

○10件/年 ・自主財源
の確保

企画政策課 ①
実施

8社/年からバナー広告を募集する事ができたこ
とにより、400千円の収入を得ることができた。

①
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

96
義務的経費の
抑制

①公債費を抑制し、財政の健全化を進める。 ○地方債現在高
の抑制を図る

・財政健全
化の推進 財政課

①
実施

①年度末現在高
　 H30末：19,546,488千円
　　（臨財債除く）9,120,188千円
　 R1末：20,560,558千円
　　（臨財債除く）10,142,920千円
　 R2末見込：20,933,828千円
　　（臨財債除く） 10,509,738千円

①
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

97.
基金の運用

①基金状況を確認しつつ、適切な運用を図る。 ○繰替え等適切
な運用を実施

・一般財源
の確保 財政課

①
実施

①一時借入を抑制し、基金の繰替運用を実施
基金繰替運用利子
　H30：1,262千円
　R1：3,739千円
　R2：2,189千円（見込み）

①
継続

98.
基金の運用

①歳計現金状況を確認しつつ、適切な運用を図
る。

○繰替運用を始
め、適切な運用
を実施する

・一般財源
の確保 会計課

①
実施

①手持ち歳計現金や会計間の資金運用と基金の
繰替運用を効率的に実施した。また、超低金利
の状況を改善すべく、公金の保管に関する方針
に基づき一部基金において債券等による運用を
行った。

①→
継続

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況 ４－（２）財政構造の改善と財政状況の分析と公表－②

 ４－（２）財政構造の改善と財政状況の分析と公表－➀



行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

99.
適切な財政見
通しの分析

①財政健全化判断比率4指標の分析と、他自治
体等との比較により、市の特性を把握し、財政
見通しを作成する。

○予算編成に併
せ作成

・市の財政
健全化と効
率的な財政
運営

財政課
①
実施

①予算編成に併せ、内部資料として、長期財政
推計を作成

①
継続

行革取組事項 元年度

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

100.
財政状況の開
示

①諏訪市財政状況の公表に関する条例に基づ
き、予算状況、前年度の決算状況を公表する。

○告示形式、
ホームページ等
で公表

・財政健全
化の推進 財政課

①
実施

①条例に基づき、年2回の財政状況の公表を実施
（告示・市ホームページ等）

①
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

101.
入札契約制度
の改善

①入札談合等の不正行為防止の推進 ○執務室内への
業者の立ち入り
制限と不正防止
の推進

・談合等の
防止 施設課

①
実施

カウンター利用による執務室への立入制限の継
続。

①→
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

102.
入札・契約制
度等の検証

①談合防止、暴力団排除、品質保持、競争力の
確保等の入札制度の問題点を検証し改善を進め
る。また、価格だけでなく総合的に落札候補者
を決定する総合評価落札方式を継続する。

○入札制度の問
題点を検証し改
善する
○総合評価落札
方式による案件
を増やす

・適正な入
札・契約の
実施。競争
力の強化

財政課
①
実施

①談合防止等の入札制度問題について、4月開催
の予算執行方針等説明会で周知・徹底。総合評
価落札方式の入札会は大規模な工事等で実施

①
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

103.
小規模事業者
の受注機会の
増大

①市営駐車場の小額な修繕工事等の迅速な対応
と小規模企業への受注機会の増大。
②住宅リフォーム助成事業実施による小規模企
業への受注機会の増大。
③店舗リフォーム助成事業実施による小規模企
業への受注機会の増大。

○小規模事業者
の受注機会の拡
大を図る

・小規模事
業者の業務
拡大

商工課
①
実施
②
終了
③
実施

・住宅リフォーム補助金は、令和2年3月31日終
了
・コロナ経済対策・小規模事業者施策として、
店舗リフォーム(コロナ対策)、事業者リフォー
ム補助金を創設し、感染防止対策・新たな生活
様式への転換支援を実施。

①
継続
③
継続

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況

 ４－（２）財政構造の改善と財政状況の分析と公表－④

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況

 ４－（３）入札・契約制度等の改善－①、②、④

 ４－（３）入札・契約制度等の改善－②

 ４－（２）財政構造の改善と財政状況の分析と公表－⑤

 ４－（３）入札・契約制度等の改善－①



項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

104.
小額な修繕工
事の発注

①契約金額が２０万円未満の契約、および契約
金額が２０万円以上５０万円未満の契約につい
て、小額起工伺書での発注を行う。

○スピーディー
な発注体制を確
保するととも
に、小規模事業
者の受注機会の
拡大を図かる

・修繕箇所
へのさらな
る迅速な対
応と、小規
模事業者の
業務拡大に
より雇用の
安定に寄与
する

建設課
（管理計画
係）

①
実施

①地元区長や市民からの通報による、緊急性の
高い危険な箇所の道路・水路等の補修・修繕を
迅速に行った。

① →
継続

105.
入札契約制度
の改善

①緊急工事の迅速な対応と小規模企業の受注機
会の増大

○公平性を確保
した小規模工事
の発注

・小規模企
業への発注 施設課

①
実施

諏訪市水道温泉事業協同組合の協力の下、迅速
に対応した。また、対象工事に係る単価契約の
更新を行った。

①→
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

106.
工事成績評定
の推進

①試行要綱により250万円以上の建設事業につ
いて、工事成績評点を導入し実施している。本
格実施に向け、内容の精査等検証を実施し各業
者の品質の向上を図る。

○試行を本格実
施し、検査体制
の基準化を進
め、評点の信頼
度を高め、指名
等級に反映

・適切な入
札、及び施
工工事の品
質向上

財政課
①
実施

①工事成績評定の集計及び一部修正を実施 ①
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

107.
補助金等の交
付状況の公表

①補助金等が公正かつ効率的に使用されるよ
う、交付される全ての補助金等について、担当
部課所係等による評価を行い、その結果を公表
する。

○補助事業者等
の名称、補助対
象経費、補助金
等の交付額、補
助事業の効果及
び評価の公表
を、翌年度の12
月までに実施

・効果的な
補助制度の
拡充、透明
性の確保、
補助金の縮
減

財政課
①
実施

①9月議会閉会後にホームページにて補助金の決
算額等を公表

①
継続

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況

 ４－（３）入札・契約制度等の改善－③

 ４－（４）補助金の改善－①



行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

108.
補助金の柔軟
な方策の検討

①硬直化している既存補助金の必要性、公益
性、整合性、補助団体の運営内容、活動実態、
適格性について検証を実施する。

○既存補助金の
終期設定、廃
止、補助額の見
直し等を検討

・限られた
財源の有効
活用及び協
働のまちづ
くりの推進

財政課
①
実施

①予算編成（実施計画策定）会議において、補
助金等交付規則及び取扱基準に則した適正な支
出の再確認と積極的な見直し、終期設定の検討
を周知

①
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

109.
公募型補助金
制度の検討

①他自治体の事例、効果の検証を行い、制度内
容や運用について研究を進める。

○制度および交
付の指針、審査
基準等を検討す
る

・限られた
財源の有効
活用及び協
働のまちづ
くりの推進

財政課

【①30年度取組完了】

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

110.
土地開発公社
の健全化

土地開発公社の健全化を図るため、
①「公社経営健全化計画」に基づく、計画的な
買取
②公社の予算、決算の議会への提出・報告
③公社借入金は金融機関へ見積により、低金利
での運用

○土地開発公社
の健全化のため
の検証や協議等
を実施する

・土地開発
公社の健全
化及び市の
財政健全化

財政課
①
実施
②
実施
③
実施

①平成25年度策定の「健全化計画」に基づき、
環状山の手線用地ほか２件の延べ1,330.14㎡を
買取り、令和７年度までの第２期計画を策定
②令和２年度予算は3月市議会へ、令和元年度決
算は６月議会へそれぞれ報告を実施
③市内金融機関及び市公営企業から見積りを徴
取し、低金利を提示した機関から借入

①
継続
②
継続
③
継続

 ４－（４）補助金の改善－③

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況

 ４－（４）補助金の改善－②

 ４－（５）土地開発公社、公営企業の経営の健全化－①、③、④



行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

111.
公営企業の経
営基盤強化

①水道事業ビジョンに基づき施設・管路の計画
的な更新を行う。
②温泉事業経営戦略に基づき更新工事の選択と
集中により、支出の抑制を図る。
③下水道ストックマネジメント計画に基づき国
費を活用しながら管渠等の更新事業を推進す
る。
④各事業の長期的な収支計画を踏まえ、適正な
料金・使用料体系を検討する。

○各種ビジョ
ン、戦略等に基
づいた計画的な
施設更新の推進

中長期的な
収支バラン
スを見据え
た経営によ
る経営基盤
の強化

営業課
①
実施
②
実施
③
実施
④
実施

○各種ビジョン、戦略等に基づき、中長期的な
視点に立った計画的な施設更新に取り組んでい
る。
○公営企業の円滑な運営のため、公営企業運営
審議会を開催した。（R3.3.19に2回目を開催予
定）

①→
継続
②→
継続
③→
継続
④→
継続

行革取組事項 予定

項　　目 取 組 実 施 内 容 目　　標 効　果 担当課 ２年度 ２年度 取組実績 ３年度

112.
継続的な業務
見直しによる
効率化の推進

①水道、温泉、下水道の各事業計画と、中長期
的な更新需要見通しに基づく具体的な資本投入
の精度を高めると共に、営業・施設二課間にお
ける業務分担の見直し等に取組み、公営企業運
営の一層の効率化を図る。

○組織内業務の
再確認と効率化
に向けた検証

・業務分担
の見直しと
再編に取組
み、経営事
務の効率向
上を図る

営業課
①
実施

①常に係・課・局内の連携を密にし情報を共有
して、業務の効率化・経費の削減に取り組んで
いる。また、市民サービス向上のため、水道局
全体の事務内容の見直しを行い、組織改革・事
務分掌の検討を進めている。

①→
継続

　　取 組 状 況

　　取 組 状 況

 ４－（５）土地開発公社、公営企業の経営の健全化-⑥

 ４－（５）土地開発公社、公営企業の経営の健全化-⑤


